


























区　　分 平成 22 年度末現在高

農 林 水 産

土 木

公 営 住 宅

一 般 公 共

過 疎 対 策 事 業

一 般 会 計 出 資 債

臨 時 財 政 対 策 債

そ の 他

1億 8,183 万円

1億　970 万円

8億 3,416 万円

1億 4,436 万円

18 億 6,718 万円

6,542 万円

7億 7,037 万円

1億 1,591 万円
合　　計 40 億 8,893 万円

土地 5,425,931 ㎡ 車輛 83 台

建物 109,253 ㎡ 有価証券 508 万円
山林 3,554,824 ㎡ 出資金等 4,214 万円
基金（一般会計分）　　　　　26 億 2,632 万円
・財政調整基金　　　　　　3億 9,642 万円

・減債基金　　　　　　　　6億 4,196 万円

・特定目的基金　　　　　 15 億 8,197 万円

・定額運用基金　　　　　　　　　597 万円
備荒資金組合納付金　　　　　4億 9,679 万円
◇備荒資金組合納付金とは…
　災害による減収補てん・災害応急復旧事業費やその他災害に伴う費用
にあてるために、道内の市町村が一部事務組合を設立し積立を行ってい
るもので、使い道が災害関連等に限定される普通納付金と、使い道に制
約の無い超過納付金に分けられています。



税 区 分 決算額 構成比 町民一人あたり
町 民 税 1億 3,370万円 43.3％ 37,005 円
固定資産税 1億 3,692万円 44.3％ 37,898 円
軽自動車税 757 万円 2.4％ 2,095 円
た ば こ 税 1,833 万円 5.9％ 5,073 円
入 湯 税 1,260 万円 4.1％ 3,486 円
合　　計 3億 912 万円 100％ 85,557 円

特定の事業に使われる経費を一般の歳入歳出と区分して経
理する会計です。

会　計　別 歳　　入 歳　　出
養 護 老 人 ホ ー ム 2億 4,766 万円 2億 3,251 万円
特別養護老人ホーム 3億 5,499 万円 3億 4,504 万円
国 民 健 康 保 険 5億 281 万円 4億 9,239 万円
介 護 保 険 3億 2,037 万円 3億 765 万円
老 人 保 健 6万円 6万円
後 期 高 齢 者 医 療 4,622 万円 4,613 万円
公 共 下 水 道 3億 3,931 万円 3億 3,831 万円

合　　　計 18億 1,142 万円 17億 6,209 万円

地方公営企業とは、地方公共団体が地域住民の福祉増進を
目的として経営する企業です。
会　計　名 区　　分 決　算　額

水道事業会計
収益的 収入 1億 6,490 万円

支出 1億 7,752 万円

資本的 収入 314 万円
支出 4,275 万円



税　区　分 予　算　額 調　定　額 収入済額 収入歩合

町 民 税 1億 2,620 万円 1億 2,573 万円 4,486 万円 35.7％

固定資産税 1億 4,515 万円 1億 4,834 万円 8,259 万円 55.7％

軽自動車税 756 万円 765 万円 755 万円 98.8％

た ば こ 税 1,305 万円 1,160 万円 1,160 万円 100.0％

入 湯 税 1,284 万円 589 万円 589 万円 100.0％

合　　計 3億 480 万円 2億 9,921 万円 1億 5,249 万円 50.9％

事　業　名 借入予定額

過疎対策事業債 2億 2,130 万円

東予中央線凍雪害防止事業 1,610 万円

沼田小学校改築事業 1億 8,130 万円

学童保育所整備事業 2,390 万円

臨時財政対策費 1億 4,100 万円

一般公共事業債 2,960 万円

合　　　計 3億 9,190 万円



会　計　別 予　算　額 収　入　済　額 支　出　済　額

養護老人ホーム 2億 4,007 万円 1億 2,490 万円 9,363 万円

特別養護老人ホーム 3億 5,641 万円 1億 1,896 万円 1億 4,798 万円

国民健康保険 5億 2,063 万円 1億 6,898 万円 2億 1,316 万円

介護保険 3億 4,856 万円 1億 3,945 万円 1億 2,457 万円

後期高齢者医療 4,739 万円 1,317 万円 1,324 万円

公共下水道 2億 577 万円 1億 72 万円 8,685 万円

合　　　計 17 億 1,883 万円 6億 6,618 万円 6億 7,943 万円

会　計　名 区　　　分 予　算　額 執　行　額

水道事業会計

収　益　的
収　　入 2億 2,587 万円 3,968 万円

支　　出 2億 2,587 万円 5,139 万円

資　本　的
収　　入 324 万円 －万円

支　　出 3,706 万円 1,061 万円

○税収 +税外収入　　　　19 億 9,674 万円

○地方交付税　　　　　　　21 億 871 万円

公債費（Ａ）　　  　　　6億 1,330 万円

○税収等 +地方交付税 -（Ａ）

34 億 9,215 万円

○一般歳出　　　　　　  38 億 8,405 万円

○町債残高予定（H23 年度末）

40 億 6,678 万円

○基金残高予定（H23 年度末）

24 億 6,164 万円

○１世帯年収　　　　　 　199 万 6,740 円

○親からの仕送り　　　 　210 万 8,710 円

ローン元利払（Ｂ）　　 　61 万 3,300 円

○可処分所得【年収 +仕送り -（Ｂ）】

349 万 2,150 円

○家計費　　　　　 　　  388 万 4,050 円

○ローン残高予定　　 　　406 万 6,780 円

○貯金残高予定　　　　 　246 万 1,640 円

町債収入　　　　　　　3億 9,190 万円

例：沼田小学校改築事業

※毎年必要なお金ではなく、臨時的に必要な

多額の事業費の財源とするのが町債である。

不足分＝借金　39 万 1,900 円

例：住宅リフォーム

※住宅のリフォーム等の必要な経費の不足分

（可処分所得の不足分）を補うのが借金であ

る。



人件費：職員給与や議員、委員の報酬など

扶助費：生活困窮者、児童、老人、障がい者等支援の経費

公債費：借入金の返済に要する経費

公共施設の新増設等の建設や用地取得などの資産形成に資する事業に要する経費

災害の復旧に要した経費

公共物の維持や補修などのその他経費



財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金 年度末基金現在高

平成 13 年度末 2億 1,442 万円 8億 4,754 万円 23 億 6,105 万円 34 億 2,301 万円

平成 14 年度末 2億 1,452 万円 6億 4,684 万円 22 億 7,986 万円 31 億 4,122 万円

平成 15 年度末 2億 1,466 万円 8億 8,115 万円 13 億   95 万円 23 億 9,676 万円

平成 16 年度末 3億 1,473 万円 8億 9,061 万円 11 億 7,034 万円 23 億 7,568 万円

平成 17 年度末 3億 1,507 万円 9億　694 万円 11 億 8,273 万円 24 億  474 万円

平成 18 年度末 3億 7,515 万円 9億 3,174 万円 11 億 3,737 万円 24 億 4,426 万円

平成 19 年度末 3億 1,559 万円 9億 4,385 万円 11 億 3,408 万円 23 億 9,352 万円

平成 20 年度末 3億 1,598 万円 8億 6,746 万円 11 億  723 万円 22 億 9,067 万円

平成 21 年度末 3億 1,632 万円 6億 8,219 万円 13 億 5,413 万円 23 億 5,264 万円

平成 22 年度末 3億 9,642 万円 6億 4,196 万円 15 億 8,794 万円 26 億 2,632 万円



3,627 人 5,119,633 千円 76,803 千円 655,614 千円 12.8％ 13.4％

78 人 253,774 千円 47,909 千円 100,861 千円 402,544 千円 5,161 千円

①一般行政職

41.5 歳　 320,300 円　 375,700 円　

大　学　卒 172,200 円　 272,400 円　

高　校　卒 140,100 円　 223,780 円　

大　学　卒 260,950 円　 299,100 円　 342,366 円　

高　校　卒 207,800 円　 －円　 291,766 円　



平成 22 年度の１人あたり平均支給額 1,182 千円

22 年度支給割合　　期末手当　勤勉手当
　　　　　　　　　　2.6 月　　1.35 月
（加算措置の状況）　職務の級等による加算措置
　　　　　　　　　・役職加算　5％～ 15％

22 年度支給割合　　期末手当　勤勉手当
　　　　　　　　　　2.6 月　　1.35 月

（加算措置の状況）　職務の級等による加算措置
　　　　　　　　　・役職・管理職加算
　　　　　　　　　　　　　　　　5％～ 15％

（支給率）　　　自己都合　　勧奨・定年
勤続 20 年　　　23.50 月分　30.55 月分　　
　
勤続 25 年　　　33.50 月分　41.34 月分
勤続 35 年　　　47.50 月分　59.28 月分
最高限度額　   59.28 月分　59.28 月分
その他加算措置　　定年前早期退職特例措置
　　　　　　　　　（２％～ 20％加算）
１人あたり平均支給額　8,280 千円

（支給率）　　　自己都合　　勧奨・定年
勤続 20 年　　　23.50 月分　30.55 月分　　　
勤続 25 年　　　33.50 月分　41.34 月分
勤続 35 年　　　47.50 月分　59.28 月分
最高限度額　   59.28 月分　59.28 月分
その他加算措置　　定年前早期退職特例措置
　　　　　　　　　（２％～ 20％加算）

1,197 千円　
36,273 円　

26.2％　
１　

養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、
グループホームの介護職員、看護師

15,120 千円　 14,528 千円　

124 千円　 141 千円　



町　長 680,000円

（830,000 円）（22 年度支給割合）

3.95 月分

（算定方式）

町長）給料月額× 512.6/100 ×在職年数

副町長 614,600円

（669,000 円）

（算定方式）

副町長）給料月額× 323.4/100 ×在職年数

議　長 261,000円

（22 年度支給割合）

3.95 月分
副議長 206,000円

議　員 172,000円

配偶者 13,000 円

１人（配偶者扶養）6,500 円

・１人（配偶者なし）11,000 円

特定加算（16 歳～ 22 歳）5,000 円

同 15,656 千円 260,933 円

〔借家〕

　家賃 23,000 円以下　家賃額－ 12,000 円

　家賃 23,000 円を超え 55,000 円未満

　　　（家賃額－ 23,000 円）× 1/2 ＋ 11,000 円

　家賃 55,000 円以上　27,000 円

同
16,381 千円 190,476 円

〔自宅〕11,000 円 異

片道２km 以上　５km 未満　　2,000 円

　　５km 以上　10km 未満　　4,100 円

　　10km 以上　15km 未満　　6,500 円

同 238 千円 39,667 円

課長　給料月額×８％

課長補佐　給料月月×７％
異 9,367 千円 374,680 円

親族扶養のある職員　26,380 円

その他の世帯主である職員　14,580 円

その他の職員　10,340 円

同 11,972 千円 99,767 円



職　員　数
対前年増減数 主な増減理由

平成 23 年度 平成 22 年度

一般行政部門 63 64 △ 1

福祉部門を除く一般行政職 42 42 0

福祉関係 21 22 △ 1 退職者不補充

特別行政部門 15 15 0

教育 15 15 0

公営企業等会計部門 44 44 0

水道 1 1 0

下水道 1 1 0

その他 42 42 0

合　　計
122 123 △ 1
[158] [158]

区 分 20 歳未満 20 歳～ 23 歳 24 歳～ 27 歳 28 歳～ 31 歳 32 歳～ 35 歳 36 歳～ 39 歳

職員数 0人 13 人 15 人 17 人 10 人 18 人

区 分 40 歳～ 43 歳 44 歳～ 47 歳 48 歳～ 51 歳 52 歳～ 55 歳 56 歳～ 59 歳 60 歳以上 合計

職員数 12 人 12 人 7 人 6 人 11 人 １人 122 人

（単位：人・％）

18 年 19 年 20 年 21 年 22 年 23 年 過去５年間の増減数（率）

一般行政 72 67 64 63 64 63 △ 9 （△ 12.50％）

教育 17 17 17 16 15 15 △ 2 （△ 11.76％）

普通会計計 89 84 81 79 79 78 △ 11 （△ 12.36％）

公営企業等会計計 46 45 46 45 44 44 △ 2 （△  4.35％）

総合計 135 129 127 124 123 122 △ 13 （△  9.63％）

（注）各年４月１日現在




















